
独立行政法人の事例一産業技術総合研究所－  

関根英二（産業技術総合研究所能力開発部門人事室）  

（組織の概要）   

ご紹介いただきました産業技術総合研究所・能力開発部門人事室の関根と申します。個人評価制  

度の説明に入る前に、産総研について簡単に紹介させていただきます。私どもの研究所は、経産省  

の所管団体でありまして、平成13年の4月に、旧通産省工業技術院の15研究所と計量教習所を統  

合して組織を再編し、誕生した研究所です。   

旧工業技術院の研究所が合体してできた組織でありますから、研究分野が幅広く、ライフサイエ  

ンス分野、情報・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・材料・製造分野、環境・エネルギー  

分野、地質分野、計量・標準分野といった、六つの研究分野を持っています。このように、多様な  

産業技術の研究を目的とした公的な研究機関です。   

本部は霞ヶ関とつくば市にあり、そのほかに、北海道から九州まで全国9箇所に地域センターを  

配置しています。これらの地域センターは、それぞれの特徴ある研究を重点的に推進する研究拠点  

でもあります。総人数は、企業、大学、海外からの研究者を含めて約8，500人、このうち常勤の研  

究職員は約2，500人、事務職員は約700人です。   

産総研では、「持続発展可能な社会を構築する」という基本概念のもとに、四つのミッションを  

定めています。持続発展可能な社会実現への貢献、産業競争強化等への貢献、産業政策の地域展開  

の貢献、産業技術政策の立案等への貢献といった四つのミッションを定め、研究を推進しています。  

産総研では、研究活動を推進するに当たって、研究職員、事務職員とも、「行動のための理念」と  

いうものを定めており、職員による自発的な委員会を立ち上げて、「社会の中で社会のために」を  

コンセプトとし、自主的に創案を作成して制定された産総研憲章に基づき、行動の理念を共有して  

います。   

組織は、理事長、副理事長、理事の下に、研究推進、研究関連・管理、研究拠点といった形のフ  

ラットな組織構造をとっており、組織評価を行う評価部、内部監査を行う監査室、産総研のメイン  

である研究推進を行う組織、研究センター、研究部門・研究ラボを中心とした組織、これらの研究  

推進をサポートする研究関連・管理部門、研究拠点といった組織で構成されています。研究センタ  

ー、研究部門、研究ラボを、産総研では、研究ユニットと呼んでおり、これら研究ユニットは、六  

つの研究分野にそれぞれ分かれております。ライフサイエンス分野には16ユニット、情報通信エレ  

クトロニクス分野には11ユニット、ナノテクノロジーには9ユニット、環境レベルには16ユニッ  

ト、地質分野には5ユニット、標準計測には4ユニットの、合計61ユニットで研究を進めています。   

産総研では、独自の研究概念を持っており、本格研究という考えのもとに、産総研の独自の研究  

概念であります第2種基礎研究を中心として、第1種基礎研究、いわゆる基礎研究から開発研究と  

呼ばれている製品化研究に至る連続的な研究を本格研究と位置づけて、組織運営の中核に備えてい  

ます。  
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この本格研究を推進するために、産総研では、経営陣と研究者が双方向で行うワークショップを  

年11回程度、毎年度開催しています。これには理事長を含め、理事、経営陣、研究ユニット長、副  

ユニット長クラス、あるいは研究者の方々が参加して、産総研が目指す方向や、その本格研究概念  

といったところの共有化を図っているところです。   

研究分野の研究員の構成は、ライフサイエンス分野が18％程度、情報エレクトロニクスが16％、  

ナノテクノロジー分野が17％、環境・エネルギーが24％、地質が10％、標準計測が15％となって  

います。   

研究職員は2，487名、事務職員は704名、役員は12名です。産学官連携制度等によって受け入れ  

た研究員等の実績は、2006年度で延べ5，300名ほどです。  

（個人評価制度の概要）   

産総研の個人評価制度は、職員の意欲向上、職員間の意思の疎通、職員の課題認識を図って、組  

織全体のパフォーマンスの向上を図ることを目的としています。また同時に、産総研のミッション、  

産総研憲章、研究者の行動規範を、職員間で共有する有効な手段としてとらえています。目的が、  

組織全体のパフォーマンスを向上させるところにありますので、産総研の個人評価制度は、評価の  

ための評価ということではなくて、職員間のコミュニケーションを図るとか、マネジメントをきち  

んと行うといったツールとして活用しています。職員の個人レベルで何をしたらよいか考えること  

を重点にしており、そこが職員のやる気につながり、好循環を生んでいくのではないかと考えてお  

ります。   

個人評価の種類は、大きく二つに分かれており、毎年度行う短期評価と、一定の評価期間を置い  

て行う長期評価の二つから成っています。   

短期評価は、目標管理型の絶対評価を基本にし、年間計画の設定、自己評価、1次評価、2次評  

価を基本にして、4段階の評価で実施・しています。通常は5段階のところが多いと思いますが、中  

心化傾向を排除するという意味で、産総研では4段階の評価をとっています。評価結果については、  

職員の公正な処遇を行うという観点から、翌年度の業績手当、国の組織でいえば勤勉手当に該当す  

るものへ反映しています。   

長期評価は、職務遂行能力を基準にした絶対評価を基本としています。成果に対する評価は絶対  

評価ですが、人件費の制約がありますので、最終的には相対的に決まることもあるといった相反す  

るところが存在しますが、基本は絶対評価を採用しています。   

職務遂行能力については、職務方法を研究実施、研究経営、運営管理といった三つに分類し、職  

務方法ごとに職務遂行能力を設定しています。その職務遂行能力に達するか否かを、研究業績、あ  

るいは業務業績等々を照らし合わせて絶対評価を行っています。   

評価対象期間は、研究職員と事務職具について、それぞれ別に設定しています。長期評価におい  

ても多段階の評価を実施しており、1ユニット長（産総研の組織構成であるユニットの長）が1次評  

価を行って、2次評価を人事評価委員会が審査し、昇格者を決定するといったプロセスを踏んでい  

ます。人事評価委員会で審査をすることによって、公正性、客観性を確保しています。長期評価の  

結果については、昇格、昇給やキャリアパス形成に反映しています。   

対象職員は、短期評価については、役員、任期の定めのない職員、任期付職員、契約職員のうち  
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研究ユニット長、あるいは研究グループ長に招へいされている研究員の方が対象となっています。  

長期評価は、任期の定めのない職員と、任期付の職員の中でも産業技術人材育成型の任期付研究職  

員を対象にして実施しています。短期評価では、研究ユニット長、研究関連管理部門長に対しては、  

理事長が直接評価しています。  

（短期評価）   

産総研は、フラットで自律的な組織運営を特徴としています。年度当初に、まずユニット長が組  

織運営に関わるポリシーステートメントを理事長に提出し、理事長と面談を行います。理事長から  

ポリシーステートメントの承認を得ると、ユニット長は、ユニットとしての自由裁量権を与えられ  

ます。その自由裁量権を行使して、ユニット長は、事実的にユニットを運営するというオートノミ  

ーが、組織運営の原則となっています。   

このポリシーステートメントの上位には、産総研の中期目標、・中期計画があります。ポリシース  

テートメントでは、ユニットのミッション、研究開発方針、評価基準、成果普及に関すること、リ  

スクマネジメントに関すること、コンプライアンスマネジメントに関することを明確化して理事長  

へ提出します。理事長の承認が得られたものを、ユニット長がユニット内で周知し、共有化を図り  

ます。   

オートノミーが組織運営の原則なので、業績手当の財源についてもユニット内で統～にし、全て  

ユニットが運用するという形にしています。このように、能力開発部門は、評価の制度を作っては  

いますが、能力開発部門が作っている制度は中心的なところであり、それ以外の実質的な運用は、  

ユニット内でそれぞれカスタマイズを行って、評価を行っているところが特徴となっています。   

評価基準については、三つの評価軸を設定しており、研究業績、産総研内部への貢献、外部への  

貢献といった評価軸を基本に、ユニット長が独自にユニットの評価基準を設定し、これに基づいて  

短期評価が実施されています。   

短期評価は目標管理型を基本にしています。元々は、民間企業の目標管理型を参考にしています  

が、産総研独自でそれをカスタマイズして運用しており、自律的な研究ユニット経営を原則として  

いることから、短期評価もユニット長に委ねられています。ユニット長は、そのポリシーステート  

メント一研究関連管理部門につきましては運営方針と呼んでいます一によって、ユニットの目指す  

べき中期的な課題、長期的な課題を、ユニット全体に共有していくのです。   

職員が年間研究計画や業務計画を設定する際には、ポリシーステートメントをそのまま持ってく  

るのではなくて、1次評価者となるグループ長が、そのグループの年間計画、業務計画をまず設定  

します。中期目標、中期計画、ポリシーステートメントという形でブレイクダウンをして設定する  

のですが、グループ計画を作成するにあたっては、グループ長がグループ内の会議を開くなどして、  

グループ員とともに、自分たちのグループの与えられているミッションが何かといったところを議  

論しながら、グループの年間計画を作成します。それを受けて、職員が、個人レベルでの年間計画、  

業務計画を設定する。それを上司に提出し、上司は、それが組織目的やグループ目標に的確に反映  

されているかどうか。あるいは個人の能力に照らして適切な研究業務計画になっているかをチェッ  

クし、面談等を通じて合意形成を図っていきます。個人の目標設定に当たっては、単に1年間のや  

るべきことを設定するのではなくて、長期的な視点に立ったものであるかといった点や、▲何年か先  
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を見据えたチャレンジングな目標になっているかといったところも、グループ長と相談しながら決  

定していきます。   

年度末では、年間計画をどのように達成したかといった評価を行います。職員は、自己評価表、  

業績リスト、業績集計表を作成し、上司に提出します。目標を設定し、年度末に成果報告をして、  

それで短期評価が終わりというのではなくて、むしろ目標を設定したあとから期末にかけての、期  

中でのプロセスが非常に重要であると考えています。先ほど述べたように、グループ計画を作成す  

るに当たっては、ユニット内でユニットの幹部クラスの会議を開いたり、グループ長を集めてグル  

ープ長会議を開いたり、あるいは、グループ内でグループ会議を開くといったように、それぞれの  

レベルに応じて会議を開き、トップダウンだけではなく、ボトムアップ的な計画の設定を実施して  

いますが、最初に立てた計画を年度末まで変えないといったことはありません。グループの中でグ  

ループ長がマネジメントをしっかり行うことが重要と考えていますので、研究課題が順調に進んで  

いるところであれば、期中に新たな課題を追加していったり、あるいは予期せぬトラブルが発生し  

て計画が遅延するかもしれないといった場合には、ユニット長と相談して、合理的な理由があるの  

であれば、柔軟に計画を変更するといったことを行っています。したがって短期評価では、期中で  

のコミュニケーションを重点として掲げています。   

上司は、期末で、職員の頑張りといったところも評価を行うわけですが、その際にも、上司がい  

きなり評価を下すのではなくて、まず職員自らが自分の評価について自己評価表をフォーマットに  

即して作成し、同時にエビデンスとして、業績リスト（業績集計表）を作成します。これらはすべ  

てイントラネットのシステムによって作成することが可能となっています。業績リストについては、  

様々なデータベースがイントラ内にあり、研究成果発表データベース、知的財産システム、広報デ  

ータベースなどに登録されている業績について、個人評価システムの方でボタンを押すと、それら  

の業績が自動的に業績リストの集計表に集まる形になっています。   

先ほど、評価は4．段階であると申し上げましたが、自己評価表もそちらとリンクしており、課題  

についてA、B、C、Dの中から、自分ではどのランクに値するのかを、自己採点し、自己採点に  

係るコメントを記入して、自己評価表を完成させます。自己評価表を上司に提出して1次評価が始  

まりますが、1次評価では被評価者との面談を行うことを義務づけています。被評価者と十分なコ  

ミュニケーションをとって、研究業績や研究成果を出すまでの経緯、「成果は出なかったけれども、  

もうすぐ種が出る、そこまで来ている」などといった中間の取り組み方についても、きちんと相互  

理解を図る形で面談が行われます。グループ長は、ユニットの評価基準に照らして評価を行い、1  

次評価の考課表を完成させてユニット長に提出します。ユニット長は、1次評価者の考課、あるい  

は研究者本人が行った自己評価について、ユニット内での貢献、組織への貢献、研究業績といった  

ところを総合的に評価し、考課表を完成させます。短期評価で一番大事なのは、最後のところだと  

思いますが、評価後もフォローアップをすることで、職員の課題解決を支援していきます。考課表  

の開示をもって1年間の短期評価のプロセスは終了しますが、そこで発見された課題、では次の年  

に何をやっていけばいいのかといった課題を認識するところが重要なので、上司は、部下のパフォ  

ーマンスの向上を手助けするという認識を持って、その後のフォローアップを行い、研究者個々人  

の課題解決に向けて、＿支援をしていきます。ですから、1年間の短期評価のプロセスは終了するけ  

れども、そこからまたスタートする形であると、短期評価を捉えています。  

ー8－   



資料では、短期評価の評点の分布をグラフで示しました。平成13年度に産総研にした時点から個  

人評価制度を導入しており、発足した当時は、A評価18％、B評価69％、】C評価13％といった分  

布になっていましたが、平成15年以降は、おおむねA評価は3割台、B評価は6割台、C評価は1  

割未満といった傾向になっています。このように評価の傾向が大体同じになっているところを見ま  

すと、短期評価における評点のレベル感というものが定着してきているように思われます。   

A、B、C、Dの評価区分の基準として、能力開発部門で設定しているのは、一点だけです。年  

間計画を100％達成した場合は、評価区分をBとする－ここだけを基本に設定し、あとは、Aにす  

るか、Bにするか、Dにするかといったところの評価基準については、ユニットに任せています。   

短期評価の結果は、先ほど申し上げたとおり、被評価者への業績手当へ反映しています。また、  

グループ長においては職員の課題解決の支援、ユニット長においては、ユニットの運営に生かして  

おり、我々能力開発部門では、制度の検討や評価者研修に反映しています。   

産総研では毎年度、短期評価が終了したあとに、職員に対する意識調査アンケートを実施し、産  

総研での評価制度がどれだけ定着しているかをサーベイしています。19年度に実施した短期評価の  

アンケートでは、我々が目指している短期評価の目的である、コミュニケーションを促進する手段  

として評価制度が定着し、特に自己の課題が認識できるようになったという声が多く、評価に納得  

しているという職員が3分の2を占めています。その一方で、評価結果への不満、コメント内容へ  

の不満、プロセスでの不満が見られます。これらの不満を具体的に見て言えることは、上司とのコ  

ミュニケーションの欠如や人間関係がうまくいっていないといった、人に関わる部分の不満が大多  

数だということです。短期評価の不服申し立てでは、「あの人に評価されるのはイヤだ」などとい  

った、個人と個人の問題のような部分が多い傾向にあり、制度そのものへの不満はあまり聞こえて  

こないように思います。  

（長期評価）   

長期評価は、短期評価の積み重ねというスタンスをとっておらず、短期評価と全く別の制度とし  

て運用しています。したがって、短期評価の結果を、そのまま長期評価のエビデンスとして使う形  

ではなくて、長期評価については、被評価者が作成する自己アピール票や業績リストとユニット長  

が作成する総括評価表を活用して評価を行います。長期評価は、昇格という職員の処遇に大きな影  

響を与える制度です。産総研の場合、俸給表は1級から5級の5段階ですが、その級を上げるため  

の審査が、この長期評価になります。級が一つ上がることで、生涯賃金に与える影響がかなり大き  

くなることから、職員に対しては、長期評価の考え方を整凰して明確化した「長期評価における評  

価の視点」というものを公開しています。22ページぐらいにわたって、産総研における長期評価の  

視点、評価軸とその項目、分野別の評価の視点、評価のポイント職務遂行能力の具体例とエビデ  

ンス例などを明示し、イントラネットを通じて職員に公開しています。   

級ごとの職務遂行能力については、平成18年度に「産総研における新たなキャリアパス設計」と  

いうものを取りまとめ、そこで職務方法という人材ポートフォリオというものを定めました。それ  

と昇格級をマトリックスにし、横軸の職務方法と縦軸の昇格級の交差する部分を職域と呼んで、各々  

における職務遂行能力を定めて、評価の基準としています。長期評価の評価軸は、短期評価と同じ  

で、研究業績、業務業績、内部貢献・外部貢献といった三つの評価軸を基本として、総合的に評価  
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しています。   

長期評価は、一定の評価対象期間を経過した職員を対象に実施しています。能力開発部門から、  

一定の評価対象期間を満たした職員に対して、年度当初に通知を行い、本人から、評価を受けるか  

否かといった意思表示を行っていただきます。評価を受けると意思表示した職員からは、自己アピ  

ール表、業績リスト等が提出されます。次いで、ユニット長が、ユニットにおける評価の視点で1  

次評価を実施し、総括評価表を作成して、2次評価を実施する人事評価委員会に提出します。人事  

評価委員会は、委員長が副理事長、副委員長が理事、研究系から1名、事務系から1名。委員は、  

理事、研究コーディネーター、研究関連部門長、企画本部、能力開発部門等から選出されています。  

専門委員は、副委員長クラス、研究関連管理部門の次長シニアクラスであり、事務局は、我々能力  

開発部門が担当しています。人事評価委員会は、研究実施部会と研究経営運営管理部会の二つの部  

会に分かれており、各々の部会の中で、それぞれ分野別審議、級別審議を実施しています。産総研  

は六つの研究分野を持っていますので、それぞれの専門性の観点から、まず分野別審議を行ってか  

ら、級別審議に入ります。人事評価委員会においても、分野別審議、級別審議といった多段階の人  

事評価を行っており、それによって、公平性、客観性を確保しています。   

長期評価の結果は、昇格、昇給に反映されます。5級在級者は、7年目毎に評価を行って、顕著  

な業績がある場合は、特昇に反映させています。そのほかに、キャリアパスの選択の参考としても  

活用しています。研究職員、事務職員ともに、自分の持っている能力や適性を遺憾なく発揮できる  

よう、評価を通じて、その能力、適性を発見する。事務職員の場合は、研究経営、運営管理といっ  

た二方向のキャリアパスがあり、研究職員の場合は三方向のキャリアパスがありますが、研究職員  

であれば、研究推進の方に進むのか、研究経営の方に進むのか、運営管理の方に進むのかといった、  

キャリア選択の参考にしています。   

長期評価のプロセスについては、ユニット長が1次評価を行って、総括評価表を作成するととも  

に、長期評価を受ける被評価者のユニット内での順位づけを行って、エビデンス（業績リスト、業  

績集計表、あるいは、それぞれの証拠物である論文の別刷りなど）と一緒に人事評価委員会に提出  

し、人事評価委員会で審査を行います。必要に応じて面接を行うことになっていますが、事務職員  

は、4級以上の職員については、人事評価委員会の面接を必ず受けることになづています。   

人事評価委員会では1昇格候禰者を決定し、本人へ返却する評価結果通知文を作成します。評価  

結果通知文は、人事評価委員会が一方的に本人に返すのではなく、評価結果通知文案というものを  

まず作成してから、ユニット長とすり合わせます。ユニット長の見た目から評価結果通知文を評価  

していただき、1それらを反映させて評価結果通知文を完成します。それら一連の流れが終了したと  

ころで、人事評価委員会が理事長へ報告し、理事長が承認した後に、本人へ評価結果通知文が開示  

されるとともに、10月1日に昇格昇給の発令が行われます。結果通知を受けた本人は、その結果通  

知文に納得すればいいのですが、不明な点や納得できない点については、不服申立を行うことがで  

きます。不服申立の前には、評価結果通知文の内容確認ができる一定の期間を設けています。この  

間に、職員からユニット長に、「わたしの評価結果はこうだったけれども、ここはどのように評価  

されているのだろうか」といったところや、「この辺りは事実誤認ではないか」といったところな  

どを尋ねます。そこで大半の方々は納得されるのですが、昇格が見送られてしまった方で、どうし  

ても納得できないといった場合には、不服申立担当理事に対して不服申立を行うことができます。  
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産総研では、短期評価、長期評価のそれぞれに不服申立制度を設けています。短期評価の場合は、  

考課表という形で、被評価者へ、評価区分とコメント、研究業務の実施における改善点や今後の方  

向性などを開示しますが、それらに対して不服があれば、不服申立を行うことができます。担当理  

事が申立を受け、調査裁定を行って、場合によっては、評定やコメントの変更を行うなどの対応を  

しています。長期評価では、人事評価委員会から、所属ユニット長のほうへ評価結果の内容の説明  

を行い、まずユニット長の理解を得る。次いで被評価者のほうへ、評価結果通知文によって、研究  

業務の実施に関して評価した点や改善すべき点、今後の方向性といった審査の結果を開示する。被  

評価者はそれを受けて、納得できない場合には不服申立を行う。こちらも、長期評価の不服申立担  

当理事が調査裁定を行い、結果通知文の変更、あるいは再審査というプロセスを踏むといった対応  

を行っています。   

簡単ではございますが、産総研における個人評価制度についてご紹介申し上げました。  

（質疑応答）  

質問者：三点お何いします。短期評価の業績手当というのは、金額的には総給料の何％程度なのか  

というのが一点です。二つめは評価に関わる方々の訓練はどうなっているのか。つまり、評価マイ  

ンドを持っていない人が権限だけ与えられているということが、大学では多いように感じるのです  

が、産総研ではどのように訓練しているのでしょうか。三点目は、不服申立の担当理事は評価委員  

会のメンバーときちんと分離しているかどうかです。よろしくお願いします。  

関根：1点目については、評価の高い人の場合は当然比率が上がるわけで、低い方は下がるといっ  

たことがありますが、給与制度的には1割程度となっています。   

2点目ですが、能力開発部門には能力開発センターといって、研修を行う部署があり、そこで評  

価者研修を実施しています。平成17年度までは毎年実施していましたが、グループ長が忙しいとい  

うこともありますし、評価者研修以外にも様々な研修がありますので、1次評価者の負担軽減とい  

うことから、3年に1度の実施に変更しています。なお、新たに管理職になられた方については、  

毎年、管理職研修の中で評価のスキル向上を図るためのカリキュラムを組んでおり、その中で制度  

の理解や、コミュニケーションスキルの向上を図るためのコーチングなどといった講座を設けてい  

ます。   

3点目に、不服申立の担当理事が評価委員会と分離していないのかという点ですが、長期評価の  

方は対象人数が多くなっていて、平成19年度では1，000人近くの長期評価を行っていますので、理  

事のほとんどが人事評価委員として評価を行っていただいています。その中で、研究実施部会長、  

研究経営運営管理部会長それぞれの部会長に、不服申立の担当をしていただいています。不服申立  

のサポートは、われわれ能力開発部門のほうで行っています。  
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産業技術総合研究所の個人評価制度  

産纂枝緋総合研究所離力開発部戸誓  

産総研のミッション   

産総研では、r祷細約発展竃首能竃f能会蓉欄渡する」とむ、う遜二革葵祭めもとに、繚済虔深政雄との  
革命性蚤頭りつつ、リスク肌絡しち革新約絃簡シーズの射出と、薬効ある研究成葦の置場枇を了歴  
遊すること哲郎勤し、次び）よをつのミッション安定めてい富す》  

持続的発展可能な社会実現への責蘇   
自然と先覚した安全▲安心で質の番い生活蔚葵現に貸する肇税関発蚤観盲格納に推進iJます 

産業競争力強化等への東献  
應薬施術釣革新による産養鰻勢力功髄化及び扱が粗の痙糸締遮露草の絶滅に緊密し課す 
（イノぺ鵬ションハブ機能約穣首ヒう   

産業改まの地．成展開への函献  
地域の捧蘭暦蘭凝濱腰ぼえた蟹静水準の灘儲儲爛楼蘭瀾ん記す  
ま†ニ，攫二域の虚字管との避携教化による地域産鍵技術の発展に深耕し欝す埼  

産集技師政箕立案等への責献  
産凝拳を響ヾ妓衝動向ばこ謝すあ欄噸収輿・分析によ1j、閲が敬り組むべ奪研究開発隈規を孝鈎出し  
苧盛期的麗慮凍産漸戦略に㈲祈る改源盈寮に驚射します。  

独眼薮粗放へ∵板獅爛鋤採卵玖珂Il写匪笹兆電柵1  3  籠 ボJ敬瓢£忌避∃鰍洩鰯濁署  
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6分野と本格研究  

慮戴預簡穀′会研究所の全ての研究ユニノトは∴打つ  
の聯㌢当分野にタ1かれてい計れが∴′サリオに遜づく  

農林酌な研茨儲闇障、女㌢野の異なる研荒巻が撞広く  
夢画で藷る総合踊な纏制をを疫曳し、J葦2音韻遊芸産研  

究」を袖に、r師卜極超L程研究iか射磯品化研駄作い  

たるi淫豹琶的な研究をf不箱研双』として姥適すること華  

教卓i挽1軍営の坤掛二据えていまづ∴  

人類的課題への菜融  

■ J －   

シナリ新二基づぐ←連続的な研究”l  

個人評価制度の目的  

個人評価制度は、評価フロセスを通じて、  
●職員の憑欲向上  

●職員間の意思疎通  

●職員の謹選認識  

を図り、轟且織全体のパフォーマンスを向上させることを  
目的としているこ－  

斗個人評価制度の概要  

ト  釘捌胴鋸飢鋤郎揖  ＝嶋＝lこ ・ト1 、㌧り1・、．い1．  ■  

個人評価制度の種類  

ぎ ト．－ ぎ■ － －－．－．－■・ニー ．、  
、二・．   l  
＞最期評価は職務遂行能力を基準にした絶対評価を基本   
・職務遂行能力を職務方法轟く研究衆施、研究経営、運営・哲理）  
に設定   
。評傭対象期間は研究蝕顔、事務槻農の別により設定   
・人轟評価委員会による軍資で公正性、客観性を確保  
評価鰭果は昇格、昇給及びキャリアパス形成に反映  

紡科針軋針恥1瑚祁彿．臨㈹宥郎ね粧附圧南  ！1  1｝娘猟訪漁適支密漁彷第ル（  
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②短期評価  

1′i  サ ン 舗葦「矛漁摂≠Z d悌ン料  

短期評価の基本的な考え方  

●目標管理型を基本   
叫 自律戯庖ユニット経営であることから短期評価の運用はユニット最  
（ニ次評価者）に委ねられている   

Ⅶ・ニュニット農は、ポリシ岬ステwトメント運営方針によりユニットの評価  

基準を明確化し、ユニット全ぅ怒で共有化   

－－グル岬プ長篠（冊次評価藩）はゲル…プ・部（塞うの年間研究■業務計  

画を設窯   

皿観象はこれらをもとに、年間研究・業務計画を薫染窪  

●年間研究・業縄計画は組織目的を反映   

¶上司との話し合いにより、組織目的■グループ日額を的確に反映   

仙僧ふの能力レベルに照らし、適切な年間研究・業務計画を設定   

一農期的な視点、チャレンジンゲな昌礫を期待  

短期評価の基本的な考え方   

●フラットて自i章的な組織運営   

州攣番長とユニットく葦壬1Jが経緯したフラットな組織構造   

岬毎年ユニット最は組織運営のポリシーステートメントく洪設〕を撃率最  
に提出∴嬰箪感服ユニット畏と面談のう克承認   

¶研究ユニット最底寝礫約にユニ、ソトを経営〔研究ユニットのオ…トノ  
ミ“一   

剛ポリシ…ステ…トメントはユニット全勝で無常   

鵬業績拳当雌蕊淀もユニットで閉じている  

汝ヨ∵研究センタ州、研究部門、研究ラボ、研究開演■管理部門軍  
使ほ∴ユニットのミッション・研究開発方針・評価基準∈3つの評蔵軸（∫わ研  

究す寛繍（登塵総研内部勒の常軌ヨ凋都J㌔の東斬）を基本に独自設琵j、  
紀濃蘭盈、ij見ゃ蘭蛋凱コンプライアンス管理を明確化  

て：：  

短期昌平価の基本的な考え方  

●評価は年間言†画の達成度を絶対評価   

叫 自己静櫛療、楽観リスト執兼務集計表の摩成  
〃 酪農は革間断画に射すノ慾護感度の由己喜響淵を等号う  
ー 研究藻磯野のエビデン見落登録   

－W次評頗√とこ凍静旛の薬液  

小 粒己辞儀と案繍をもとに、琴閣計画の遂成度や難易度、研究一楽務疏環  
境、凝り規みの姿勢寧督勢威して評価驚喪施  
榔 …次静蘭葡闇瀾瀾正面汲を行い 十朗ゝなコミュニケーショこ〆をとり、渡橋、  

鞄賦払浄清華感瀾を出す護での終碑につむゝて相互茸堅察を腐る  
ユニットの絆随基準に照らして詐撒を縛Lも、考量箪濃に籠Å  

帥 二次静靡衝は総合的な評繍を汚Lヽ、考課表を完成   

劇 聴典へ評価鯖濃藍静雄区5テ£鬼BCDの掲按狩ほコメント）を開示  

●評価蔑もフォローアップすることで韓員の課題解決等を支援  

絡胸像郎舟へ＝糎頗鰯頑瓶轍あば紘 一秩J杖状啓一  －ア  卑 ざ 維琴挨稀離′澤を肌ソ残数   
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短期評偶に対する職最の意識  

∃絆儀絃篠への不満 のでな 威厳雷己濫滞れ正当評熔で敬し  
19年度のタ雪柳昌平蘭アンケート  

ては∴狩1面はコミュニケーション  

を促進する手段として定潜し、  

ニ散弾個博一盈評繍の適評のみで鷹箋  
捜洩めの自己静儲が菅の澄渡評欄緒凝  
頑償ったのにマイナス雷撃臨  

－、 

‥．＿、．． 、．・  
コメントの普筍観が夢我と輿な迅  
兇解の欄遥がある  価結果に納得している精鋭は  

3分の2てあるご  

一方、右記のような不満の芦  プロむユて■の不満  

● ■  
－   

一  － 一  
弓  静聴の選挙：がぬかしい  

∴  「1▲さ－・  

③長期評価  

人事評価委員会く平成19年度）  

容顔殿 還召喫堺段  
剃登親風牒那鋸閻甥藩，革腰渇各11  
宴戯1掛琴」研究コ仙ディネ仙タパ椚取 一姿・管！攣宗男㌣｛雪駄企画本臥寒崇力闘l紫郎門率  

準門肇風蕗虹Lニット路クラス、俳鋸勘針肇堀部汁漁針億儲健ケ翫  

執務稀風紋紬開発部門  

最期評価の基本的な考え方   

● 長期評価は一定の音字価対象期間を経過した職員を対象に実施   
一 概風は自己アピ仙ル業、某緒リスト等を提出  
評価対数期間の実橘や蒸献を多様なエビデンスでアピ仙ル   
【ユニット養がw次評価を賽施  
3つの評価軸を遊本にユニットにおける評価の視点で評価   
一 人黎評摘要換金が二次評価を窯施  
人事評庸要汲や研究分野毎の人事評価尊門要員が審査する  
ことにより、公正性、客観性を確保   

● 評価結果は昇格あるいは昇給t5組7年日毎）に反映されるとともに、   
キ1・リアバス選択の参考となるこ，  

研究船登∴諮蔑｝臥捜節董  
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不服申立制度   

砂塵期辟儲   
，被評価者へ考課表として評価区別久BCDほコメントく研究卜簑葡の実  
施に紛ナる改善点や今後の方向性）を開示。   
う評価結果に不服があれば、不碓申立をすることができるた担当攣琴  
が調濠、裁淀を汚い、評点やコルトの変更するなどの対応を音亨う刃   

紗長期芸事価   
・人翠評価蟄県会から所鼠ユニット叢へ評価櫨果通知文の内容説明か   

－ 披評価者へ評価結果通知文により昇格牒給審愛の紹異（研究，業務   べ 
の実施における評価した点や改善す碧頗、今後の方向性）を開示弟   
う評価結果に軍馬鼠があれば不敵申立をすることができるか担当理容が  
調食、裁定を行い、評価結果通邦文を変更する、あるし、は再審査など  

の対応を行うく）   
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翫繍職制蘭離敵甘鈷は棚闇摘淵  
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